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公有財産売買契約書（案） 

 

１ 物件の表示 
末尾記載のとおり  

 

２ 契約金額及び支払方法  

 支払期限  金  額  

Ａ 売 買 代 金            円  

Ｂ 契 約 保 証 金  本契約締結前までに納付する。           円  

Ｃ差し引き金額（Ａ－Ｂ） 令 和 ○ 年 ○ 月 ○ 日           円  

 

３ その他約定事項 

 内容  

所 有 権 移 転 ・ 引 渡 し  上記Ｃを完納したときに、行われたものとする。  

契 約 に 必 要 な 費 用  買主が収入印紙代 ○円を負担する。  

登 記 に 必 要 な 費 用  買主が登録免許税を納付する。  

 

４ 契約不適合責任 

 内容  

契 約 不 適 合 責 任  

買主は売主に対し、引き渡された売買物件の種類又は品質が本

契約に適合しないことを理由として、追完請求、売買代金の減

額請求、損害賠償請求及び契約の解除をすることができない。 
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 札幌市（以下「売主」という。）と○○（以下、「買主」という。）とは、公有財産の売買について、次

の条項により契約を締結する。 

 

（信義誠実の義務） 

第 1条 売主及び買主は、信義を重んじ誠実に本契約を履行しなければならない。 

（売買物件） 

第２条 売主は、標記物件（以下「売買物件」という。）を買主に売り渡し、これを買主は、所在及び面

積を確認して売主から買い受ける。 

２ 売買物件の面積は、別添図面等資料による面積であり、買主は、本数量をもって契約面積とするこ

とを了承するものとする。 

（売買代金） 

第３条 売買代金は、金○円とする。 

２ 前項における売買代金の内訳は、以下のとおりとする。 

（１） 土地               ○円 

（２） 建物その他構造物等        ○円 

（３） 前号に係る消費税相当額（１０％） ○円 

３ 買主は、第１項の売買代金から次条第１項の契約保証金を差し引いた金○円を、売主の発行する納

入通知書により令和○年○月○日までに一括納入しなければならない。 

（契約保証金） 

第４条 買主は、契約締結までに契約保証金として、金○円（売買代金の１０％）を売主に支払うもの

とする。 

２ 売主は、買主が前条第３項に規定する義務を履行したときに、契約保証金の全部を売買代金の一部

に充当する。 

３ 売主は、買主が前条第３項に規定する義務を履行しなかったときに、契約保証金の全部を売主に帰

属させる。 

（所有権の移転及び売買物件の引渡し） 

第５条 売買物件の所有権は、買主が売買代金（第３条第３項に規定する指定期限までに売買代金を納

入しない場合にあっては、第１７条第１項第３号に規定する違約金を含む。）を完納したとき、売主か

ら買主へ移転する。 

２ 前項の規定により所有権が移転したとき、同時に売買物件の現況での引渡しが行われたものとする。 

（従物の帰属） 

第６条 売買物件に従属する備品・植栽・管理用柵・残置物等（以下「備品等」という。）は、第５条第

１項の規定により所有権が移転したとき、買主に帰属する。ただし、公共ます、電気メーター及び水

道メーターを除く。 

２ その他疑義のある備品等の存在が発覚した場合は、売主と買主が協議のうえ帰属について定める。 
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（登記の嘱託） 

第７条 買主は、第５条第１項の規定により売買物件の所有権が移転した後、その所有権移転の登記に

必要な一切の書類を売主に提出し、売主は遅滞なく所有権移転の登記を嘱託するものとする。 

２ 前項の登記の嘱託に要する費用は、買主の負担とする。 

（費用等の負担） 

第８条 売買物件に係る水道、電気料金及び各種負担金の諸費用については、令和○年○月分までは売

主が、令和○年○月分以降は買主の負担として清算する。 

（危険負担） 

第９条 本契約締結の時から第５条第２項に規定する引渡しの時までにおいて、売買物件が天災地変そ

の他売主又は買主のいずれの責めに帰することのできない事由により滅失又は損傷し、修補が不能又

は修補に過大な費用を要し、本契約の履行が不可能になったときは、売主及び買主は書面により通知

して、本契約を解除することができる。また、買主は、本契約が解除されるまでの間、売買代金の支

払いを拒むことができる。 

２ 売主は、売買物件の引渡し前に、前項の事由によって売買物件が損傷した場合であっても、修補す

ることにより本契約の履行が可能であるときは、売主は、売買物件を修補して買主に引き渡すことが

できるものとする。この場合、第３条第３項及び第５条の規定にかかわらず、売買代金の納入期限及

び売買物件の引渡し時期は売主及び買主が協議のうえ、別途定めるものとする。 

３ 売買物件の引渡し前に、第１項の事由によって売買物件が滅失又は損傷したときであっても、買主

は売主に対して、代金減額を請求することはできない。 

（特約条項） 

第１０条 買主は、売買物件が売買契約書添付の物件説明書（別紙）に記載の内容であることを了承し

たうえ、売買物件を買い受けるものとする。 

２ 売買物件に関して、売主が第三者と締結した確認書や覚書等（以下「確認書等」という。）があると

きは、買主は、第５条第２項に定める引渡しの日から確認書等に記載された全ての事項について売主

の地位を承継するものとし、売主に代わり、確認書等の内容を誠実に遵守しなければならない。 

（契約不適合責任） 

第１０条の２ 買主は、第５条第２項に規定する引渡しの日以後、売買物件の種類又は品質が本契約に

適合しないことを理由として、売主に対し追完請求、売買代金の減額請求、損害賠償請求及び契約の

解除をすることができない。 

（土地利用指定及び期間） 

第１１条 買主は、第５条第２項に規定する引渡しの日から１０年間（以下「指定期間」という。）は、

公募提案型売却の応募時に提出した事業計画書（以下「計画書」という。）の内容に従い、売買物件を

利用しなければならない。 

２ 買主は、建築確認等の諸手続きの前に、建築計画の概要と計画書の整合性についてあらかじめ売主

の確認を受けなければならない。また、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）第６条第１項の規
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定による確認済証及び同法第７条第５項の規定による検査済証の交付を受けたときは、それらの写し

を売主に提出するものとする。 

３ 買主は、第１項の期間に事業実施上などの理由で計画書の内容を変更する必要が生じた場合は、売

主の承諾を得なければならない。 

（所有権移転等の制限） 

第１２条 買主は、指定期間内において、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。ただし、

計画書において予定されていた場合又はやむを得ない理由によりあらかじめ書面により申し出て売主

の承諾を受けた場合は、この限りではない。 

（１） 売買物件及び売買物件の土地に建築する建物の所有権を第三者に移転又は設定しないこと。 

（２） 売買物件及び売買物件の土地に建築する建物に地上権、質権、使用賃借による権利又は賃貸借

その他使用及び収益を目的とする権利を設定しないこと。 

（３） 売買物件の建物及び売買物件の土地に建築する建物を区分所有権の目的としないこと。 

（報告義務） 

第１３条 買主は、指定期間において、次の各号のいずれかに該当する事実が生じた場合には、書面に

より売主に報告しなければならない。 

（１） 買主の所在地、名称、連絡先を変更したとき。 

（２） 買主の代表者を変更したとき。 

（３） その他、計画書の内容に基づく土地利用等の継続に影響を与える事実が生じたとき。 

（公序良俗に反する使用の禁止） 

第１４条 買主は、売買物件を札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成２５年条例第６号。以下

「暴排条例」という。）第２条第１項第１号に規定する暴力団その他の反社会的団体及びそれらの構成

員がその活動のために利用する等公序良俗に反する用に使用してはならない。 

２ 買主は、売買物件の所有権を第三者に移転する場合には、前項の使用の禁止義務を承継させるもの

とし、当該第三者に対して同項の定めに反する使用をさせてはならない。 

３ 買主は、前項の第三者が売買物件の所有権を移転する場合にも同様に、前２項の内容を転得者に承

継することを義務付けなければならない。 

４ 買主は、売買物件を第三者に使用させる場合には、当該第三者に対して第１項の定めに反する使用

をさせてはならない。この場合において、買主は、同項の使用の禁止を免れるものではない。 

５ 買主は、前項の第三者が新たな第三者に売買物件を使用させる場合も同様に、第１項及び前項の内

容を遵守させなければならない。 

（風俗営業等の禁止） 

第１５条 買主は、売買物件を風俗営業等の規制及び業務の適正化等に関する法律（昭和２３年法律第

１２２号）第２条に規定する営業その他これに類する業の用に供してはならない。 

２ 買主は、売買物件の所有権を第三者に移転する場合には、前項の使用の禁止義務を承継させるもの

とし、当該第三者に対して同項の定めに反する使用をさせてはならない。 
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３ 買主は、売買物件を第三者に使用させる場合には、当該第三者に対して第１項の定めに反する使用

をさせてはならない。この場合において、買主は同項の使用の禁止を免れるものではない。  

（実地調査等） 

第１６条 売主は、指定期間において、第１１条から第１５条に規定する内容について必要があると認

めるときは、買主に対し履行の状況を確認するために質問し、立入検査を行い、帳簿、書類その他の

物件を調査し、又は参考となるべき報告若しくは資料の提出を求めることができる。 

２ 買主は、指定期間において、売主から要求があるときは、第１１条から第１５条に規定する内容に

ついて、その事実を証する書類その他の資料を添えて売買物件の利用状況等を直ちに売主に報告しな

ければならない。 

３ 買主は、指定期間において、正当な理由なく前２項の規定による調査を拒み、妨げ若しくは忌避し

又は報告若しくは資料の提出を怠ってはならない。 

４ 買主は、指定期間において、売買物件について権利の設定又は所有権の移転を行っていない事実及

び利用状況の事実を証する登記事項証明書その他の資料を添えて、売買物件の利用状況等を売主に年

１回（毎年６月３０日まで）報告しなければならない。 

（違約金） 

第１７条 買主は、次の各号に規定する事由が生じたときは、それぞれ当該各号に規定する金額を違約

金として売主に支払わなければならない。 

（１） 第１１条、第１２条、第１４条又は第１５条に規定する義務に違反したときは、売買代金の３

０パーセントに相当する金額 

（２） 第１６条に規定する義務に違反したときは、売買代金の１０パーセントに相当する金額 

（３） 第３条第３項に規定する義務を履行せず指定する期限後に納める場合は、当該期限の翌日から

納入の日までの日数に応じ、その未納入額につき年１４．６パーセントの利率で計算した金額 

２ 前項の違約金は、第２２条に定める損害賠償額の予定又はその一部と解釈しない。 

（契約の解除） 

第１８条 売主は、買主が次のいずれかに該当する場合は、催告せず、本契約を解除することができる。 

（１） 本契約に定める義務を履行しないとき。 

（２） 暴排条例第２条第１項第１号に規定する暴力団その他の反社会的団体に該当することが判明し

たとき。 

（買戻し特約及び特約登記） 

第１９条 売主は、買主が第１１条、第１２条、第１４条又は第１５条に規定する義務に違反したとき

は、買主が支払った売買代金を返還することにより、売買物件の買戻しをすることができるものとす

る。ただし、その売買代金には利息は付さない。 

２ 前項の規定の期間は、第５条第２項に規定する指定期間とする。 

３ 第１項の場合において、売買物件の土地が分筆されているときは、第３条第２項第１号に定める土

地の売買代金を分筆後の面積に応じて按分した額を分筆後の各土地の売買代金（以下「分筆後按分し
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た売買代金」という。）とし、分筆後の各土地について売主が第１項の買戻権を行使したときは、分筆

後按分した売買代金の返還を行うものとする。 

４ 買主は、売主が売買物件に第１項及び第２項に定める買戻しの特約事項を登記することを承諾する

ものとし、その登記に必要な書類を売主に提出しなければならない。 

５ 第２項に規定する期間が経過したとき、売主は、買主の請求により前項の特約事項の抹消登記を嘱

託するものとし、その登記に要する費用は買主の負担とする。 

（買戻権の行使） 

第１９条の２ 売主が第１９条第１項に定める買戻権を行使したとき、所有権移転に係る登記は売主が

行うものとし、買主は売主の指定する期日までにその登記に必要な書類を売主に提出しなければなら

ない。また、その登記に必要な費用は買主の負担とする。 

２ 前項の所有権移転登記が完了した後、売主は買主の請求により、買主に売買代金の返還を行うもの

とする。 

３ 売主は、買戻権を行使するときは、買主の負担した本契約の費用を返還しない。 

４ 売主は、買戻権を行使するときは、買主が支払った違約金及び買主が売買物件に支出した必要費、

有益費その他一切の費用は返還しない。 

（返還金等） 

第２０条 売主又は買主が本契約を解除したとき、売主は、既に買主が支払った売買代金（契約保証金

を除く）があるときは、それを買主に返還する。 

２ 売主又は買主がこの契約を解除したときは、売主は、買主が支払った契約保証金は返還しない。た

だし、次の各号のいずれかに該当するときは、契約保証金は買主に返還する。 

（１） 売主の責めに帰す事由により、契約を解除するとき。 

（２） 第９条第１項の規定により契約を解除するとき。 

３ 前２項による返還金には利息を付さない。 

４ 売主は、本契約を解除したときは、買主の負担した本契約の費用は返還しない。 

５ 売主は、本契約を解除したときは、買主が支払った違約金及び買主が売買物件に投じた必要費、有

益費その他一切の費用は返還しない。 

６ 売主は、前条第２項、本条第１項及び第２項の規定により売買代金を返還する場合において、買主

が第１７条第１項に規定する違約金、次条第２項に定める費用、同条第３項若しくは第４項又は第２

２条に規定する損害賠償金を売主に支払うべき義務があるときは、返還する売買代金の全部又は一部

と相殺するものとする。 

（原状回復及び返還） 

第２１条 売主又は買主が売買物件の引渡し後にこの契約を解除したとき又は売主が第１９条第１項の

規定により買戻権を行使したとき、買主は、売主の指示するところにより、売買物件を自らの負担で

引渡し時の状態に回復したうえで、売主に返還しなければならない。ただし、売買物件を引渡し時の

状態に回復することが適当でないと売主が認めたときは、現状のまま返還することができる。 
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２ 売主の指定した期日までに、買主が前項に定める原状回復義務を履行しないときは、売主は買主に

代わってこれを行うことができるものとし、買主に対して原状回復に要した費用を請求することがで

きるものとする。 

３ 買主は、第１項ただし書きの場合において、売買物件が滅失又はき損しているときは、その損害賠

償として、買戻権を行使した場合においては買戻権行使時における、また、売主又は買主が本契約を

解除した場合においては契約解除時における売買物件の時価により減損額に相当する金額を売主に支

払わなければならない。また、買主の責めに帰すべき事由により売主に損害を与えているときは、そ

の損害に相当する金額を売主に支払わなければならない。 

４ 第１項の場合において、買主は、滅失その他の事由により売買物件の全部又は一部を返還すること

ができないときは、その損害賠償として売主の定める金額の支払いをもって返還に代えることができ

る。 

５ 買主は、第１項の規定により売買物件を売主に返還するときは、売主の指定する期日までに売買物

件（契約締結後に売買物件の土地に建築した建物等の存在を原因として第１項ただし書きを適用する

場合は、それらの建物等を含む。）の所有権移転登記の承諾書を売主に提出し、その登記に要する費用

を負担しなければならない。 

（損害賠償） 

第２２条 売主は、買主が本契約に定める義務を履行しないため損害を受けたときは、その損害の賠償

を、買主に請求することができるものとする。 

（公租公課の負担） 

第２３条 本契約締結後に到来する公租公課は、買主の負担とする。 

（契約締結の費用） 

第２４条 本契約の締結に要する費用は、買主の負担とする。 

（相隣関係等） 

第２５条 買主は、売買物件の引渡し以後においては、十分な注意をもって売買物件を管理し、近隣住

民その他第三者との紛争が生じないよう留意するとともに、万一紛争が生じた場合には、全て買主の

負担と責任において解決しなければならない。 

２ 買主は事業に着手するにあたって、近隣住民や地元関係団体からの要望等に対し、誠意をもって協

議に応じなければならない。 

（管轄裁判所） 

第２６条 本契約について訴訟等が生じたときは、売主の事務所の所在地を管轄する裁判所を第一審の

専属的合意管轄裁判所とする。 

（契約に定めのない事項） 

第２７条 本契約に疑義が生じたとき又は本契約に定めのない事項については、売主及び買主が協議の

うえ定める。 
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 本契約を証するため、本書を２通作成し、売主及び買主が記名押印の上、各自その１通を保有する｡ 

 

 

 

 

令和 年 月 日 

 

 

          売主  札幌市中央区北１条西２丁目 

             札幌市 

代表者 市長  秋元 克広        印 

 

          買主  住 所  

              氏 名  

        印 
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物件の表示 

１ 土地 

所 在 地 番 地 目 
公募面積 

（㎡） 

実測面積 

（㎡） 

札幌市南区常盤６条２丁目 104-32 原野 

16,294 16,295.86 
札幌市南区常盤６条２丁目 107-2 学校用地 

札幌市南区常盤６条２丁目 113-7 畑 

札幌市南区常盤６条２丁目 114-3 田 

２ 建物 

（主である建物） 

所 在 家屋番号 種 類 構 造 床面積（㎡） 

札幌市南区常盤６条

２丁目 107 番２ 
107 番２ 校舎 

鉄筋コンクリ

ート造地上３

階建 

1階 2,513.00 

2階 1,732.46 

3階 1,593.16 

地下 1階 60.82 

（附属建物） 

符号 種 類 構 造 床面積（㎡） 

１ 物置 木造平屋建 25.92 

２ 物置 木造平屋建 40.75 

３ 物置 木造平屋建 48.00 

４ 更衣室 木造平屋建 92.52 

５ 物置 木造平屋建 6.48 

６ 温室 軽量鉄骨造平屋建 33.42 

３ その他構造物一式 

（１）プール、プール上屋根 

（２）門扉、植栽、アスファルト舗装、暗渠、遊具、車止め柵、フェンスほか 



【別紙】 

物 件 説 明 書 

 
最低売却価格 22,200,000円 

※土地・施設を併せた売却価格（税抜） 

 

１ 土 地 

物
件
の
表
示 

所在 地番 地目 公簿面積 実測面積 

札幌市南区常盤６条２丁目 104－32 原野 

16,294㎡ 16,295.86㎡ 
札幌市南区常盤６条２丁目 107-2 学校用地 

札幌市南区常盤６条２丁目 113-7 畑 

札幌市南区常盤６条２丁目 114-3 田 

 

区域区分 市街化区域 

計画道路 なし 

区画整理 なし 

開発許可 1,000㎡以上の開発行為は札幌市長の許可が必要 

用途地域 

次の用途地域が混在しているため、詳細は札幌市都市計画図でご確認ください。 

①第一種低層住居専用地域（過半） 

②第一種住居地域（一般国道 453号の中心線から 40m まで） 

建蔽率 ①50％・②60％ 

容積率 
①80％・②200％ 

①は戸建住環境保全地区のため専用住宅・長屋・２戸の共同住宅以外は 60％ 

特別用途地区 ①戸建住環境保全地区・②なし 

高度地区 ①北側斜線高度地区・②18m高度地区 

その他 
集合型居住誘導区域外、都市機能誘導区域外、景観計画区域、宅地造成工事規制区域、 

緑保全創出地域（居住系市街地）、 

許可・認定 建築基準法第 55条第２項による認定（平成５年４月９日認第２号） 

接続道路 西 一般国道 453号（真駒内通） 舗装済・歩道有 幅員  14.37m～29.23m 

 

公
共
供
給
施
設 

種類 
接面道路 

の状況 
主な問合先 

電気 配線 有 北海道電力(株)道央支社 法人営業グループ 011-251-4795 

灯油 配管 有 (株)アイックス（令和３年３月まで） 011-861-0197 

上水道 配管 有 札幌市水道局 電話受付センター 011-211-7770 

下水道 配管 有 札幌市下水道河川局事業推進部排水指導課 011-818-3422 
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公
共
施
設
等
ま
で
の
距
離 

公共施設等 距離 

地下鉄真駒内駅（南区真駒内 17番地） 約 5,100m 

南区役所（南区真駒内幸町２丁目２－１） 約 6,500m 

札幌市立芸術の森小学校（南区常盤２条３丁目１） 約 1,600m 

札幌芸術の森（南区芸術の森２丁目） 約 1,200m 

特
記
事
項 

 本物件には、【別添１】のとおり、地下埋設物（暗渠、散水栓など）があります。 

 本物件の敷地の一部は、文化財保護法（昭和 25年法律第 214号）に基づく「周知の埋蔵文化

財包蔵地」内に含まれていますが、過去に発掘調査等の記録保存のための措置が終了してお

り、同法第 93 条に基づく事前の届出は省略可能な範囲に該当しています。ただし、「周知の

埋蔵文化財包蔵地」に含まれていない範囲は「周知の埋蔵文化財包蔵地」に隣接していること

から、土木工事の際はご相談ください。 

【埋蔵文化財】（札幌市ホームーページ） 

http://www.city.sapporo.jp/kankobunka/maibun/toriatukai/houzouti.html 

 本物件は、土壌汚染対策法（平成 14 年法律第 53 号）に基づく指定区域には指定されていま

せん。また、令和４年 11月時点で、土壌汚染対策法施行規則（平成 14年環境省令第 29号）

第 26号に定める特定有害物質によって汚染されているおそれがある土地の基準には該当して

いないことを本市環境局環境対策課に確認していることから、土壌汚染状況調査を実施して

いません。本物件の引き渡し後に土壌汚染が発見された場合であっても、本市はその除去及

び損害賠償等の責任を負いません。 

 敷地内に公共ますの新設を希望する場合は、札幌市下水道河川局事業推進部排水指導課にご

相談ください。 

 土地は測量による実測値に基づき登記済みです。 

 本物件内には、【別添３】のとおり隣地から本物件内に越境している工作物が存在します。な

お、札幌市と隣地所有者の間で確約書を締結しており、隣地所有者が改築等を行う際に当該

工作物を撤去することとしています。買受事業者の希望に応じて、売買契約を締結する際に

確約書は引き継ぎます。 
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２ 施 設 

物
件
の
表
示 

所在 家屋番号 

札幌市南区常盤６条２丁目 107番 2 107番 2 

 

建
物
の
現
況 

⑴ 校舎 

⚫ 構造・階数・建築年 

鉄筋コンクリート造 地上３階建（平成２年建築） 

⚫ 延床面積 

5,899.44㎡ 

⚫ 各階床面積 

 ・１階床面積   2,513.00㎡ 

・２階床面積   1,732.46㎡ 

・３階床面積   1,593.16㎡ 

・地下１階床面積   60.82㎡ 

（うち屋内運動場） 

⚫ 構造・階数・建築年 

鉄骨造 地上２階建（平成２年建築） 

⚫ 延床面積 

919.83㎡ 

⚫ 各階床面積 

・１階床面積    730.81㎡ 

・２階床面積    128.20㎡ 

・地下１階床面積  60.82㎡ 

⚫ 付帯設備 

・昇 降 設 備：小荷物専用昇降機（１基） 

・電 気 設 備：高圧受変電設備 

・防 災 設 備：屋内消火栓、自動火災報知設備 

・衛 生 設 備：給排水設備、給湯設備、受水槽設備 

・暖 房 設 備：電気暖房設備、温風暖房設備 

・その他設備：ガス設備など 

⚫ その他 

 ・一部の室に建て付けの家具類等が存置 

・機械警備の機器類（警備会社の所有）、水道メーターなどは譲渡対象外 

 

⑵ 附属建物１（物置） 

⚫ 構造・階数・建築年 

木造 平家建（昭和 53年建築） 

⚫ 延床面積 

25.92㎡ 

 

⑶ 附属建物２（物置） 

⚫ 構造・階数・建築年 

木造 平家建（昭和 57年建築） 

⚫ 延床面積 

40.75㎡ 

 

⑷ 附属建物３（物置） 

⚫ 構造・階数・建築年 

木造 平家建（昭和 50年建築） 

⚫ 延床面積 

48.00㎡ 
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⑸ 附属建物４（更衣所） 

⚫ 構造・階数・建築年 

木造 平家建（平成５年建築） 

⚫ 延床面積 

92.52㎡ 

 

⑹ 附属建物５（物置） 

⚫ 構造・階数・建築年 

木造 平家建（令和２年建築） 

⚫ 延床面積 

6.48㎡ 

 

⑺ 附属建物６（温室） 

⚫ 構造・階数・建築年 

軽量鉄骨造 平家建（令和２年建築） 

⚫ 延床面積 

33.42㎡ 

 

構
築
物
・ 

外
構
工
事
等 

⑴ プール・プール上屋根（平成５年建築） 

 

⑵ その他 

門扉、植栽、アスファルト舗装、暗渠、遊具、車止め柵、フェンスほか 

 

特
記
事
項 

 吹付アスベストや煙突断熱材に関するアスベスト含有調査結果は【別添２】のとおりです。な

お、レベル３（非飛散性アスベスト）については、調査を行っていません。 

 令和２年度末時点の調査の結果、電気機器、高圧受電設備の変圧器及びコンデンサー類のう

ち、PCB含有の絶縁油を使用した機器はないことを確認済みです。 

 建物は測量による実測値に基づき登記済みです。 

 本物件内の埋設電線及び擁壁が、【別添３】のとおり一部西側道路（国道 453 号線）に設置さ

れているため、北海道開発局札幌道路事務所への道路占用許可申請が必要です。申請時に必

要な書類の一部を札幌市教育委員会から提供するため、売買契約締結後、札幌市教育委員会

と申請手続きについて調整してください。 

 本物件は、工事完了時に各種技術基準に基づき適正に施工されていることを、札幌市工事管

理室のしゅん功検査により確認しております。ただし、平成６年度建設の増築棟については、

建築基準法（昭和 25 年法律第 201 号）第 18 条第３項に基づく確認済証はあるものの、同条

第 20 項、第 21 項（建築主事への完了通知及び完了検査の実施）に基づく完了検査に関する

記録や検査済証の確認ができません。 

新たに確認申請が必要な建築行為をする場合及び募集要項「3.3 現行の土地利用制限にとら

われない提案」に示す建築基準法第 48 条に基づく許可申請を行う場合は、建築基準法上、全

ての既存建築物が適法な状態であることを示す必要があるため、当該増築棟についても、建

築行為及び許可の申請者が、その時点における建築基準関係規定に対する適合状況を現況調

査等（外観から確認できない部分については破壊検査や非破壊検査等）により確認し示さな

ければなりません。 

なお、建築基準法第 12 条に基づき、定期的に建築物の敷地、構造及び建築設備の状況につ

いて損傷、腐食その他の劣化状況の点検を実施しておりますが、当該増築棟において是正・指

摘事項は報告されておらず、長年にわたり安全に使用されている状況です。 
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図面名図面名図面名図面名図面名図面名図面名 縮尺縮尺縮尺縮尺縮尺縮尺縮尺
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【旧常盤小-資料７】

【別添３】



擁壁の一部が越境

【旧常盤小-資料７】

擁壁は撤去済

【別添３】



隣地所有者が所有している排水溝が
本物件へ越境しています。

【旧常盤小－資料７】【別添３】
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